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 平成 27 年 12 月 25 日に、平成 25 年度大阪府民経済計算（大阪府版ＧＤＰ統計）を公表しました

ので、その概要を紹介します。 
 

大阪府経済の概況 

 「平成 25 年度は、２年ぶりのプラス成長」 

平成 25 年度の府内総生産は、名目で 37 兆 3,150 億円、実質（平成 17 暦年連鎖価格）で 39 兆

2,897 億円となりました。対前年度増加率（＝経済成長率）は、名目で＋1.2％、実質で＋1.1％

となり、名目、実質共に経済成長率はプラスとなりました。                                          

  

実質経済成長率（＋1.1％）に対する経済活動別寄与度をみると、増加に寄与したのは、サ－

ビス業＋0.47％ポイント、金融・保険業＋0.34％ポイント、情報通信業＋0.27％ポイント等でし

た。一方、減少に寄与したのは、その他－0.21％ポイント等でした。 

 

 

 

平成２５年度 大阪府民経済計算 

               大阪府総務部統計課 情報･分析グル－プ 

  《 詳細は大阪府ホームページに掲載しています。http://www.pref.osaka.lg.jp/toukei/gdp/index.html 》 
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支出側からみた実質経済成長率（＋1.2％）に対する需要項目別寄与度をみると、増加に寄与

したのは、民間最終消費支出＋2.7％ポイント、総資本形成＋0.7％ポイント、政府最終消費支出

＋0.3％ポイント、財貨・サ－ビスの移出入＋0.3％ポイントと全てが増加に寄与しました。民間

最終消費支出は消費税増税前の駆け込み需要が大きく影響しました。 

 また、府内総生産（支出側 名目）の 53.9％を民間最終消費支出が占めています。 

 

 

平成 25 年度の府民所得（名目）は 26 兆 5,056 億円、対前年度増加率＋1.6％と２年ぶりの増

加となりました。内訳は、府民雇用者報酬が対前年度増加率－0.1％、財産所得が同＋6.6％、企

業所得が同＋4.1％となりました。 
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大阪府と全国との比較 

平成 25 年度の全国の実質経済成長率は＋2.1％、大阪府の実質経済成長率＋1.1％となり、全

国の実質経済成長率を下回りました。 

 

 

大阪府と全国の主要項目は、以下のとおりとなりました。府内総生産（名目）は全国の 7.7％

を占めています。 

 

 

  
      注）※１ 県民経済計算においては連鎖価格表示の実質値（支出系列）の計算はされていない。 

          ※２ 国民経済計算の生産側の計数は暦年値。 

       ※３ 全国シェアは、「府内総生産（名目）／国内総生産（名目）」により求めている。 

 

 

 

 

 

 

大阪府、全国の主要項目 
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上段：実額(単位：十億円) 下段：増加率(％)
平成23年度 平成24年度 平成25年度

大阪府 37,270.8 36,878.3 37,315.0
(生産側) 1.2 ▲ 1.1 1.2

全国 473,904.8 474,474.9 483,110.3
(支出側) ▲ 1.3 0.1 1.8
大阪府 38,995.3 38,852.0 39,289.7

(生産側) 1.9 ▲ 0.4 1.1
※１　　全国 514,412.7 519,631.8 530,591.5

(支出側) 0.4 1.0 2.1
※２　　全国 510,044.6 518,989.2 527,362.4

(生産側：暦年) ▲ 0.5 1.8 1.6
26,437.6 26,101.0 26,505.6

2.1 ▲ 1.3 1.6
349,597.1 351,957.8 362,055.0

▲ 0.9 0.7 2.9
7.9 7.8 7.7※３　　(参考)府内総生産(名目)の全国シェア

総生産額(名目)

府民所得(名目)
国民所得(名目)
[要素費用表示]
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府内総生産における経済活動別割合 
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